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別冊 1

0三重県防災対策推進条例改正案（主な改正条文の新旧対照表）

改 正 案 現 qj 

コ重県では3 これまで伊勢湾台風等の風水害 三重県では、これまで伊勢湾台風等の風水害

及び大規模な地震災害により、名くの尊い人 及び大規模な地震災害により、多くの尊い人

命、財産が失われてきた。 命、財産が失われてきた。さらに近年にあって

またミ全国的にも、阪神・淡路大震災及び東 は、東海地震、東南海地震、南海地震等の大規

日本大震災をはじめ、近年の豪雨、地震等想定 模地震の発生の可能性が高まるとともに、全国

を超える大規模自然災害が頻発している。 的に台風、異常気象による集中豪雨等に伴う風

あわせて、＝重県においてミその発生が危倶 水害が多く発生し、県内においても被害が発生

されている南海トラフを震源とする百大地震を している。

はじめ 県内の活断層を震源とする大規模地震

による被害が懸念されているn

さらにョ気候変動等の影響による伊勢湾台風を

超える規模の台風が襲来する危険性も高まってい

る等災害の態様及び規模に変化が見られる。
＼ 

これまでも、自らの身の安全は自ら守る「自 もとより、地震対策を始めとする防災対策

助」、自らの地域は皆で守る「共助J並びに は、着実に進められてきたところである。しか

隠、市町及び防災関係機関が拐う「公劫Jの理 し、人々の防災意識は風化しがちであることに

念に基づいて、地震・津波災害のみならず、風 加え、高齢者等の災害時要援護者の増加、家族

水害その他の自然災害及びこれらの複合型災害 形態の変化及び地域の結び付きの希薄化等によ

にも対応できる地域社会の実現を図るため、県 る地域防災力の低下、孤立地区に関する問題等

民、自主紡災組織、事業者、市町、妨災関係機 解決すべき課題は多く、災害に対する備えはい

関及び防災ボランティアその他防災対策を実施 まだ万全とは言えない。

する団体と共にカを合わせて、様々な防災対策

を実施してきた。

合後ョこうした災害から命を守るためには主 このような状況にかんがみて、自らの身の安

県民一人ひとりが災害を自身に関係あることと 全は自ら守る「自助J、自らの地域は皆で守る

して捉え、災害と災害の潤を生きているという 「共助」並びに県、市町及び防災関係機関が担

覚悟を持ち、防災・滅災意識を高め、災害への う「公助」の理念に基づいて、県民、自主防災

備えをはじめとした行動を起こすことが重要で 坦織、事業者及び県がそれぞれの責務を、市町

ある。 がその役割を積極的に果たしていくこ主が必要

またコ発災時には地域で助け合う等、 f自 であり、災害時に地域がどのような被害を受け

助J及び「共助jの取組を深化させ、防災対策 るのか、また災害を乗り越え、どのような地域

を特別な活動と考えるのではなく、日々の生活 づくりを行っていくのかを、それぞれが事前に

と一体のものである「防災の日常化j という概 考え、防災対策を進めていくことが重要であ

念の定着を図り、地域の防災カの向上を図るこ る。

とが不可欠である。

ここにョ私たちは、災害のリスクを正しく理 ここに、三重県はこれまで地震対策ではぐく
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解し、来るべき災害に事前に備え、 「防災の日

常化Jにより県の防災カの向上を図りながら、

これまでも育んできた「自助J、 「共助J及び

「公助」のカを結集させて、災害に強い二重を

つくるため、この条例を制定するn

第一章総則

（絡）

（基本理念）

第三条 防災対策は、県民が自らの身の安全は

自ら守る自助を実践した上で、自らの地域は

皆で守る共坊に努めるとともに、県、市町及

び防災関係機関が担う公助を基本として実施

されなければならない。

2 防災対策は、県民、自主紡災組織、事業者

及び県がそれぞれの責務を、市町がその役割

を果たし、相互に連携を図りながら協力して

着実に実施されなければならない。

3 防災対策は、災害が必ず起こることを前提

としてョ被害を最小限にするため3 日々の生

活とー｛さであると考え実施されなければなら

ない。

4 防災対策は、地震、台風等の自然災害の経

験で培われた知識及び技術を活用し、早期の

復！日復興に備えた事前の対策を含めて実施さ

れなければならない金

5 防災対策は、地域特性、高齢者、障がい

者泊乳幼児その他被災者等の事情そ踏まえて

実施されなければならない。

（略）

（県の責務）

第七条県は、基本理念にのっとり、県民の生

命、身体及び財産を災害から保護するため、

組織及び機能の全エをあげて、防災対策に関

し、万全の措置を講ずる責務を有する。

んだ「自助1、 「共助J及び「公助」の理念の

下、地震災害のみならず、風水害その他の自然

災害及びこれらの複合型災害にも対応できる地

峨社会の実現を図るため、県民、自主防災組

織、事業者、市町、防災関係機関及び防災ボラ

ンティアその他防災対策を実施する団体と共に

lカ出せて紡災対策を総合的かつ計画的に
推進することを決意して、この条例を制定す

る。

第一章総則

（略）

（基本理念）

間三条 防災対策は、県民が自らの身の安全は

自ら守る自助を実践した上で、自らの地域は

皆で守る共助に努めるとともに、県、市町及

び防災関係機関が担う公助を基本として実施

されなければならない。

2 防災対策は、県民、自主防災組織、事業者

及び県がそれぞれの責務を、市町がその役割

を果たし、相互に連携を腐りながら協力して

着実に実施されなければならない。

（略）

（県の責務）

院七条県は、基本理念にのっとり、県民の生

命、身体及び財産を災害から保護するため、

組織及び機能のすべてをあげて、防災対策に

関し、万全の措置を講ずる実務を有する。
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2 県は、市町が基礎的な地方公共団体として

防災に関する計画を実施する責務を有するこ

とに鍍金、市町との緊密な連携の下に防災対

2 県は、市町が基礎的な地方公共団体として

防災に関する計画を実施する責務を有するこ

とにかんがみ、市町との緊密な連携の下に防

策を推進しなければならない。 ｜災対策を推進しなければならない。

3 県は、市町が実施する防災対策を支援する 13 県は、市町が実施する防災対策を支援する

とともに、市町及び防災関係機関が実施する｜ とともに、市町及び防災関係機関が実施する

防災対策について総合調整を行うものとす

る。

防災対策について総合務整を行うものとす

る。

4 県は、地域必特性lこ応じた災害を想定し、 14 県は、地域の特性に応じた災害を想定し、

その災害の特性に応じた防災対策を推進しな｜その災害の特性に応じた防災対策を推進しな

ければならない。 ｜ ければならない。

5 県は、防災対策に隠する調査及び研究を行 15 2裂は、防災対策に関する調査及び研究を行

い、その成果を公表しなければならない。 ｜い、その成果を公表しなければならない。

6 県は、情報通信技術の進展に伴い可能とな

った防災対策について、積極的に活用を図ら

なければならないの

（路）！（略）

」表髪L
第十二条知事は、地域における紡災活動に関

し、特に顕著な功緩があったと認められるも

のを表彰するものとするn

第二章 災害予防対策

第一節県民の責務

（防災知識の習得等）

第二章災害予防対策

第一節県民の責務

（紡災知識の習得等）

障害十三条 県民は、防災訓練、防災対策に関す i第十二条 県民は、防災訓練、防災対策に関す
る研修会等（以下「防災訓練等」という。）

に積極的に参加し、災害及び防災対策に関す

る知識の習得並びに地形等災害関連情報その

他の災害及び防災対策に関する情報（以下

「災害等に関する情報」という。）の収集を

笠と、これらを防災対策を実施する際に活用

る研修会等（以下「防災訓練等」という。）

に積極的に参加し、災害及び防災対策に関す

る知識の習得並びに地形等災害関連情報その

他の災害及び紡災対策に関する情報（以下

f災害等に関する情報」という。）の収集に

努め、これらを防災対策を実施する際に活用

するよう努めなければならない。 ｜するよう努めなければならない。

2 県民l士、災害が発生した場合に傍え、避難 12 県民は、災害が発生した場合に備え、避難

場所、避難経路及び避難方法について家庭及｜場所、避難経路及び避難方法について家庭及

び地域で確認し合うとともに、自主防災級織｜び地域で確認し合うとともに、自主防災組織

を結成し、その活動に積極的に参酒し、地域｜を結成し、その活動に積極的に参画し、地域

における災害予防対策（災害の発生又は拡大！における災害予防対策（災害の発生又は拡大

を未然に防止するための対策をいう。第十五 iを未然に防止するための対策をいう。第十四
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条第一項及び第二十五条において問じ。）の｜条第一項及び第二十四条において同じ。）の

実施に努めなければならない。 ｜実施に努めなければならない。

3 県民は、過去の災害から得られた教訓｜の伝

承その他の取組により防災対策に寄与するよ

う努めなければならないn

（略） （略）

（霊童己塵主からの情報提供） ｜ （災害時要援護者からの情報提供）

｜第十七条要配慮者は、自主防災組織又は市町｜第十六条 災害鞭援護者は、自主防災組織又

が円滑かつ迅速な灘難を行うために実施する

情報収集及び事前の措置に対し、積極的に協

左主盃よ2努めるものとする。
（路）

第二節 自主防災組織の責務

（霊盈虚主への支援体制）

第二十四条 自主防災組織は、あらかじめ、

は市町に対して、情報収集又は避難の支援を

受ける際に必要な自らの情報をあらかじめ提

供するよう努めるものとする。

（路）

第二節 自主防災組織の責務

（災害時要援護者への支援体制）

障害二十三条 自主防災組織は、あらかじめ、

県、市町、妨災関係機関及び室直慮主主に盟主｜県、市町、紡災関係機関及び災害時要援護者

＿§＿団体と連携して、災害発生時等における地

域の夏盟虚主の情報収集及び避難の支援を行

うための体制を整備するよう努めなければな

らない。

（絡）

第四節 県の実務及び市町の役割

（職員の人材育成）

｜第三十二条県は、災害発生時等において、防

災対策に関する責務を最大限に果たすため、

あらかじめ人材育成に践し、必要な措置を講

じなければならない。

（略）

（事業の継続又は復旧に係る体制の整備）

｜第三十四条 県は、災害が発生じた湯合に備

え、事業を継続するため又は早期に彼｜日する

ための計画を策定するよう努めなければなら

主どL
2 県は、第二十六条第三項の規定に某づき

事業を継続するため又は早期に復旧するため

の計画を策定する事業者に対し、劫言、研

修、情報の提供その他の必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。

｛避難行動要支援者の支援体制jの整備）
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にかかわる団体と連携して、災害発生時等に

おける地域の災害時要援護者の情報収集及び h

避難の支援を行うための体制を整備するよう

努めなければならない。

（賂）

第四節県の責務及び市町の役者l

（略）

（災害時要援護者の支援体制の整備）



障害三十五条 市町は、あらかじめ、自主防災組｜第三十二条 市町は、あらかじめ、自主防災組

織、防災関係機関及び夏型昼主に盟わる団体｜織、防災関係機関及び災害時要援護者にかか

と連携して、避難行動要支援者の把握及び支 iわる団体と連携して、災害特要援護者の把握
援を行うための体制を整備するよう努めるも i及び支援を行うための体制を整備するよう努
のとする。 ｜めるものとする。

2 県は、市町、自主防災組織等が前項の規定 12 県は、市町が前項の規定を実施するために

を実施するために必要な支援を行うよう努め｜必要な支援を行うよう努めるものとする。

るものとする。

（路）｜（略）

（地区防災計爾策定の普及促進等）

四十一条 県は、地域における共助を促進すl

るために、市町と連携して、地区防災計画

（災害対策基本法第四十二条第三項の規定に

より定められた地区防災計画をいう 0 ）の重

要性の理解及び関心を深めるための普及啓発

に努めるとともに、県民が行う地区妨災計画

の策定及び当該計画に基づく防災活動の実施

に関し、必要な支援に努めるものとするの

（略）！（略）

（消防団の充実強化）

五十条 県は、市町及び三重県消防協会と連

携し、消防団員の確保を含めた消防窃の組織

の充実及び機能の強化に取り組むとともに、

市町及び三重県消防協会に対し、必要な支援

に努めるものとする。

2 市町は、地域の実情に応じて地域防災力

（消防団を中核とした地域妨災カの充実強化

に関する法律（平成二十五年法律第百十号）

第二条に規定する地域防災カをいう 0 ）の中

核的な役割含担う消防団の組織の充実及び機

能の強化に努めるものとするn

（略）

（観光旅行者の安全の確保）

開五十五条 祭は、市町、防災関係機関等と連

携して、観光旅行者の安全を確保するため、

災害時の避難場所への誘導等に資する必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。

（協定の締結）

（略）

（協定の締結）

障害五十六条 県l士、災害発生時等における飲料悌五十条 県は、災害発生時等における飲料
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水、食料、医薬品等の供給、緊急輸送の確

保、応急の復！日に係る工事の施工その他の防

災対策が的確に行われるようあらかじめ他の

地方公共団体、事業者及び防災対策に盟わる

団体との協定の締結に努めなければならな

し、。

2 県は、前項の協定について、災害時に適切

な運用が行われるよう必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。

3 市町は、防災対策が的確に行われるよう 12

あらかじめ他の地方公共団体、事業者及び防

災対策に盟わる団体との協定の締結に努める

ものとする。

水、食料、医薬品等の供給、緊急輸送の確

保、応急の復旧に係る工事の施工その他の妨

災対策が的確に行われるようあらかじめ他の

地方公共団体、事業者及び防災対策にかかわ

る団体との協定の締結に努めなければならな

し、。

市町は、防災対策が的確に行われるようあ

らかじめ他の地方公共団体、事業者及び防災

対策にかかわる団体との協定の締結に努める

ものとする。

二主県は、市町が前項の規定を実施するため 13 県は、市町が前項の規定を実施するために
に必要な支援を行うよう努めなければならな｜必要な支援を行うよう努めなければならな

し、。

（広域的な連携の強化）

｜第五十七条 県は、市町及び防災関係機関と連

携して、災害時において被災者の救出、救護

その他の災害応急対策等が迅速かっ円滑に行

われるよう連絡体制を整備するとともに園、

他の地方公共団体等からの応援の受入れ体制

を確立するよう努めなければならないの

L全~接近自寺等の減災対策）

五十八条 県は、市町及び防災関係機関と連

携して、発災前から予測できる風水害に対

し、あらかじめ時系列で整理した事前行動項

目等を定める等、災害応急対策活動を確実に

実施することができるよう努めなければなら

怠どL

（復興体制Iの整備）

五十九条 県は、災害が発生した場合に備

え、復興対策の手順の明確化を図るための指

針（第八十四条第二項において単に「指針！

という 0 ）を定める等、復興体制の整備を進

めるものとするの

（賂）

第三章災害応急対策

第一節県民の責務

し、。

（略）
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（災害発生時等における避難） （災害発生時等における避難）

悌六十一条 県民は、災害発生時等において、 ｜第五十二条 県民は、災害発生時等において、

災害等に関する情報に留意し、第二十二条第｜災害等に関する情報に留意し、第二十一条第

二項又は第三十九条第二項に規定する地図等｜二項又は第三十六条第二項に規定する地図等

の活用により、居住地の地形等災害関連情報｜ の活用により、必要と判断したときは自主的

を正しく認識し、必要と判断したときは自主｜に避難するとともに、法令に基づく避難の勧

的に避難するとともに、法令に基づく避難の｜告若しくは指示又は避難準備情報の発表があ

勧告若しくは指示又は避難準備ー高齢者等灘｜ったときはこれに応じて速やかに行動するよ

麓毘盆の塗全があったときはこれに応じて速 iう努めなければならない。
やかに行動するよう努めなければならない。

2 県民は、緊急地震速報が発表された場合に

は、周囲の状況に応じ、自らの身の安全を確

保するために必要な措霞を講ずるよう努めな

ければならない。

2 県民は、地震による強い揺れ又は持続時間 13 県民は、地震が発生した場合、気象業務法
の長い地震の揺れを感じた場合は、津波に関｜施行令第四条に規定する津波警報若しくは津

する予報又は警報の発表及び避難の勧告又は｜波注意報が発表された場合、大規模地震対策

指示を待たずに、津波により生じる被害の発｜特別措援法第二条第十三号に規定する警戒宜

主主が予想される場所から高台その他の安全な｜言（次条及び第七十一条において「警戒宣

場所へ直ちに瀞難しなければならない内 ｜言Jという。）が発せられた場合その他津波

法蓮笠全

に規定する地震動警報及び地震動予報をい

う。）、県及び市町が発信する災害・避難情

報等（南海トラフ地震臨時情報関連を含

む＂ ）を受け取った湯合は、周囲の状況に応

じ、自身の生命及び身体の安全を確保するた

めに必要な措置を講ずるよう努めなければな

主主どL

により生じる被害の発生が予想される場合に

おいては、津波により生じる被害の発生が予

想される場所から荷台その他の安全な場所へ

直ちに避難しなければならない。

4 県民は、気象業務法施行令第四条に規定す 14 県民は、気象業務法施行令第四条に規定す

る気象警報（暴風雨及び大雨に関するものに｜ る気象警報（暴風雨及び大雨に関するものに

限る。）、気象注意報（風雨、大同言及び雷に｜ 限る。）、気象注意報（風雨、大雨及び雷に

関するものに限る。）、洪水警報、洪水注意｜ 関するものに限る。）、洪水警報、洪水注意

報、高潮警報、高潮注意報、波浪警報若しく｜報、高潮警報、高潮注意報、波浪警報若しく

は波浪注意報若しくは陪令第五条に規定する｜ は波浪注意報又は気象業務法（昭和二十七年
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気象特別警報（暴風雨及び大雨に関するもの

に限る。）、高潮特別警報、波浪特別警報又

は気象業務法（昭和二十七年法律第百六十五

号）第十一条の規定による土砂災害警戒情報

（第六十三条第三項において「気象警報等J

という。）が発表された場合その他集中豪雨

等による被害の発生が予想される場合におい

ては、海岸又は河JIIの周辺、土砂災害のおそ

れのある場所その他危険な場所から安全な場

所に直ちに避難しなければならない。

（略）

第二節 自主防災組織の実務

（災害応急対策の実施）

法律第百六十五号）第十一条の規定による土

砂災害警戒情報（第五十四条第三項において

「気象警報等」という。）が発表された場合

その他集中豪雨等による被害の発生が予想さ

れる場合においては、海岸又は河川の周辺、

土砂災害のおそれのある場所その他危険な場

所から安全な場所に直ちに避難しなければな

らない。

（略）

第二節 自主防災組織の責務

（災害応急対策の実施）

！第六十五条 自主防災組織は、災害発生時等に｜第五半六条 自主妨災組織は、災害発生時等に

おいて、地域住民等、県、市町及び防災関係

機関と連携Lて、避難行動要支援者その他の

地域住民の避難の支援、火災の発生の防止、

救出、応急手当、給水、給食、遊撃ffifl_運

堂」危険箇所の巡視その他の地域における災

害応急対策を実施するよう努めなければなら

ない。

（略）

第三節事業者の責務

（帰宅図難者の発生の紡止等）

おいて、地域住民等、県、市町及び防災関係

機関と連携して、災害時要援護者その他の地

域住民の避難の支援、火災の発生の防止、救

出、応急手当、給水、給食、危険筒所の巡視

その他の地域における災害応急対策を実施す

るよう努めなければならない。

（略）

第三節事業者の責務

（帰宅菌難者への支援等）

障害六十九条 事業者は、帰宅函難者の発生及び悌六十条 帰宅霞難者にかかわる事業者は、災

その発生による混乱を防止するため、一斉帰｜害発生時等においては、県、市町及び防災関

宅の抑制を行うよう努めなければならない。 ｜係機関と連携して、帰宅困難者に対する避難

の支援、円滑な帰宅のための情報の提供その

他の必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。

2 帰宅困難者に関わる事業者は、災害発生時

等においては、県、市町及び防災関係機関と

連携して、帰宅劉難者に対する避難の支援、

円滑な帰宅のための情報の提供その他の必要

な措置を講ずるよう努めなければならないn

（絡l I （略）
第四節 県の責務及び市町の役割 、i 第四節 県の責務及び市町の役割

（情報連絡体制の確立等） ｜ （情報連絡体制の確立等）

第七十一条 県は、災害発生時等においては、 l第六十二条 県は、災害発生時等においては、

8 



市町及び紡災関係機関と連携して、第三十六 i市町及び防災関係機関と連携して、第三十三
条第一項に規定する体制を基に、災害等に関 i条第一項に規定する体制を基に、災害等に関
する情報の収集及び伝達を行うため、必要な iする情報の収集及び伝達を行うため、必婆な
体制を速やかに確立するとともに、的確な情｜体制を速やかに確立するとともに、的確な情

報を県民に提供しなければならない。 ｜報を県民に提供しなければならない。

2 県は、災害が発生した場合に、被災者の適

切な救出等に必要があると認めるときは、被

災者に関する情報を広く提供することができ

ゑL

（略）

（避難対策）

（略）

（避難対策）

障害七十三条 市町は、災害発生時等において、 i第六十四条 市町は、災害発生日寺等において、
住民の円滑な避難のため、必要な体制を速やi住民の円滑な避難のため、必要な体制を速や

かに篠立するよう努めるものとする。 ｜かに確立するよう努めるものとする。

2 市町は、年齢、性別、要配慮者等その避難 12 市町は、避難所における相談窓口の設置等

所内の特性に配慮して、避難所における良好｜災害時要援護者その他の避難所内の住民に配

な生活環境の確保に努めるものとするの ｜慮した避難所の運営に努めるものとする。

3 市町は、瀞難所以外の場所に滞在する被災

者の把握に努めるとともに、災害関連死（当

該災害による負傷の悪化又は避難生活等にお

ける身体的負担に伴う疾病による死亡い

う。）の妨止に努めるものとするn

4 県は、市町が前三項の規定を実施するため 13. 県は、市町が前二項の規定を実施するため
に必要な支援を行うよう努めなければならな｜に必要な支援を行うよう努めなければなら沿

し、。 し、。

5 知事は、災害が発生した場合において災害 14 知事は、災害が発生した場合において災害
救助法（昭和二十二年法律第百十八号）第二｜救助法（昭和二十二年法律第百十八号）第二

条の規定を適用し、応急仮設住宅の供与を行｜条の規定を適用し、応急仮設住宅の供与を行

うときには、市町と連携して行うものとす ｜ うときには、市町と連携して行うものとす

る。 トる。

（略）｜（略）

（災害応急対策の実施に係る応援等） ｜ （災害応急対策の実施に係る応援等）

開七十九条県は、災害発生時等において、必出七十条県は、災害発生時等において、必要

要があると認めるときは、他の地方公共団 ｜があると認めるときは、他の地方公共図体、

体、防災関係機関並びに第五十六条笈二塁£2.I防災関係機関並びに第五十条に規定する協定
協定を締結している災害応急対策の実施に係｜ を締結している災害応急対策の実施に係る事

る事業者及び団体に対し、直ちに災害応急対｜業者及び団体に対し、夜ちに災害応急対策の

r策の実施に関する応援又は協力を求めるもの｜実施に関する応援又は協力を求めるものとす

とする。 ｜ る。

9 



2 県は、災害発生時等において、第五十六条

二重rQ協定を締結している地方公共団体茎且

紡災関係機関から災害応急対策の実施に関す

る応援又は協力を求められた場合には、速や

かにその求めに応じるものとする。

3 県は、前項に定めるもののほか、日本国内

において大規模な災害に見舞われた地域から

災害応急対策の実施に関する応援又は協力を

室生色れた場合には、当該地域の災害応急対

策の実施に寄与するとともに、県の災害対応

亙2強化に資することを目的に、速やかにそ

の求めに応じるものとするの

（略）

第四章 災害復旧復興対策

（県の責務）

2 県は、災害発生時等において、第五十条に

規定する協定安締結している地方公共団体及

び防災関係機関から災害応急対策の実施に関

する応援又は協力を求められた場合には、正

当な理由がない綴り、速やかにその求めに応

じるものとする。

（略）

第四章災害復旧復興対策

（県の責務）

｜第八十四条県は、災害が発生した場合におい｜第七十五条

て、市町及び紡災関係機関と連携して、速や

かに再度の災害防止の観点を含めた復旧に努

めるとともに、被災者の援護その他の必要な

措置を講じなければならない。

2 県は、災害が発生した場合において、県民

の参磁を~りながら、当該災害からの復興を
計画的かっ円滑に推進するため、必要がある

と認めるときは、指針を活用し迅速に復興支Z

県l士、災害が発生した場合において、県民

の参画を図りながら、当該災害からの復興合

計酒的かっ円滑に推進するため、必要がある

と認めるときは、復興計酒を策定しなければ

金星空復興計画を策定しなければならない。 ｜ ならない。

3 県は、市町及び防災関係機関と連携して、 12 県は、市町及び防災関係機関と連携して、
前項の盆塁左金及立復興計画の定めるところ｜前項の復興計画の定めるところにより、復興

により、県民の生活再建を含めた復興対策を｜対策を実施しなければならない

実施しなければならない。

（路）｜（略）

附則 ｜ 附則

1-. この条例は、公布の日から施行する。 ！ この条例は、公布の日から施行する。
2 知事は、この条例の施行の日から起算し

て五年を経過するごとに、災害の検証結果

に基づき、この条例の規定について検討を

加え、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

;>'., 
＝＝品Z罰
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